
2022年11月９日

株主各位

第53回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況（事業報告）

連結計算書類における連結注記表

計 算 書 類 に お け る 個 別 注 記 表

株式会社コシダカホールディングス

第53回定時株主総会招集ご通知の提供書面のうち、事業報告の「２．会社の現

況」中の「(5)業務の適正を確保するための体制」、「(6)上記の業務の適正を確

保するための体制の運用状況」、「連結計算書類における連結注記表」及び「計

算書類における個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条に基づ

きインターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提

供しております。



(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」

を構築するため、2015年11月26日開催の取締役会において内部統制システムの整

備の基本方針を決議し、その後、社会情勢の変化に鑑み一部改定いたしました。

改定決議後の基本方針は下記のとおりとなります。

① 当社及び当社子会社（以下「当社グループ」と記載します）取締役及び使用

人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社グループの役職員が法令及び定款を遵守し、社会規範及び倫理観を尊重

して職務を執行するための行動規範を制定して、その周知徹底を図る。

・当社内部統制室は、「内部統制規程」に基づいて継続的に内部統制システムの

運用状況の監査を行い、その結果については適宜取締役及び監査等委員会に

報告する。

・当社は、内部通報制度を活用して、法令違反等の早期発見、未然防止に努め

るとともに、是正、改善が必要な場合は速やかな措置をとる。

② 当社取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・株主総会、取締役会等の重要な会議の議事録並びに資料を含めた取締役の職

務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」等諸規程に基づ

いて書面または電磁的記録により作成、保管、保存する。

・取締役の職務の執行に係る情報については、必要な関係者が閲覧並びに謄写

できる状態を維持する。

・取締役の職務の執行に係る情報については、法令または東京証券取引所が定

める「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に従っ

た情報開示に努める。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループの経営に対するあらゆる損失の危険に対処するため「リスク管

理規程」を制定し、予想されるリスクの把握とともに予防的措置をとり、さ

らにリスクが発生した場合の被害を最小限にとどめるための体制を整備する。

・当社グループのリスク管理の所管部門はグループ総務部とし、当社グループ

がリスクの発生を把握した場合はグループ総務部を通じて速やかに当社取締

役会に報告し、取締役会は迅速な対応により被害拡大の防止に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は経営上の意思の決定と業務執行の分離、意思決定の迅速化並びに職務

権限と責任を明確にするために執行役員制度を採用し、「取締役会規程」等諸

規程に従って業務を執行する。

・各グループ会社は定期的な取締役会、経営会議等の開催とともに、必要に応

じてその他会議体において議論と審議を行い、取締役会での決定を受けるも
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のとする。

⑤ 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

イ．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体

制

・当社は当社子会社に対して役職員を派遣し、派遣された者は各々に与えら

れた職責に従って、子会社の業務の執行、監視・監督または監査を行い、

当社取締役に報告する。

ロ．当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社子会社は当社「リスク管理規程」に基づいてリスクマネジメントを行

い、予想されるリスクの把握、予防的措置をとり、さらにリスクの発生を

把握した場合は速やかに当社グループのリスク管理の所管部門であるグル

ープ総務部に報告する。

ハ．当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

・当社は「関係会社管理規程」を定めて経営管理のみならず当社子会社との

連携、情報共有を密に保ち、また当社グループ経営理念の周知徹底により、

当社グループすべての役職員が実践すべき方針、行動基準を明確にする。

ニ．当社子会社の取締役等及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

・当社子会社の管理は当社経営企画室が担当し、当社子会社の業務執行の状

況等を当社に報告させるとともに、改善すべき点があれば適宜指導する。

また、当社内部統制室は関連諸規程に基づいて内部監査を実施し、結果に

ついては速やかに代表取締役社長に報告する。

⑥ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

けるその使用人に関する事項及び当該使用人の取締役会からの独立性並びに

指示の実効性の確保に関する事項

・監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、

監査等委員会の職務が適切に行われるよう速やかに対処する。

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置いた場合は、監査等委員会の

指揮命令下においてその業務に専念させ、監査等委員会の職務を補助すべ

き使用人の任命、異動、人事評価並びに賞罰等の人事関連事項については、

監査等委員会の意見を尊重する。

ロ．当社グループの取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制そ

の他の監査等委員への報告に関する体制

・当社グループの役職員は、職務の執行に関する法令または定款違反、不正
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事実の発見または当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発

見した場合は、直ちに、監査等委員会に報告する。また当社内部統制室は

内部監査の状況を監査等委員会に報告する。さらに内部通報についても速

やかに監査等委員会に報告される。

ハ．当社子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれ

らの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告するための体制

・当社グループの役職員及びこれらの者から報告を受けた者は、職務の執行

状況及び経営に重大な影響を与える重要課題を発見した場合は、迅速かつ

適切に監査等委員会に報告する。

ニ．監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱

いを受けないことを確保するための体制

・当社は監査等委員会に報告した当社グループの役職員に対して、通報また

は報告したことを理由に不利益な取り扱いをすることを禁じて、当該報告

者を保護する。

ホ．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還手続きその

他の当該職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する

事項

・監査等委員が職務執行上の費用の前払等の請求を当社に対して行った場合

は、その請求が職務執行上必要でないと明らかに認められた場合を除き、

速やかに当該費用の精算を行う。

ヘ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員を基本的に社外取締役とすることによってステークホルダーに

対する透明性を高めるとともに、社外取締役としては企業経営に精通した

経験者、有識者や公認会計士等の有資格者を招聘して、監査の実効性や有

効性を高めるものとする。

・監査等委員は、重要課題等について代表取締役社長と協議並びに意見交換

するための会議を適宜開催し、また会計監査人、当社子会社監査役等との

定期的な情報交換を行うものとする。

⑦ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・財務報告の信頼性を確保するために「財務報告に係る内部統制評価に関する

基本方針書」を定め、財務報告に係る内部統制システムの整備及び運用を行

う。

⑧ 反社会的勢力排除に向けた体制

・反社会的勢力との関係を一切持たないこと、不当要求については拒絶するこ

とを基本方針とし、取引先がこれに関わる個人、企業または団体等であると

判明した場合は当該取引先との取引を解消する。

・顧問弁護士並びに外部専門機関との連携による、有事に対する協力体制を構
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築する。

(6）上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社及びグループ各社の業務の適正を確保するために必要な体制の運用状況は

以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般

・当社内部統制室は、当社グループの内部統制システムの整備、運用状況の評

価及び財務報告に係る内部統制の有効性の評価を実施し、取締役会及び監査

等委員会に報告しております。評価結果において改善すべき事項が発見され

た場合においては関連部門に対して速やかに改善指示を行い、実行されます。

② コンプライアンス

・コンプライアンス上問題のある事実が発生した場合に備え、「ホットライン」

が設置されており、担当部署であるグループ総務部もしくは監査等委員に直

接通報、相談ができる体制を整えております。

・反社会的勢力との取引の未然防止に関しては、新規取引時にチェックを行う

ことにより取引並びに経営介入リスクの予防的措置を講じております。

③ リスク管理

・当社はグループ経営に重要な影響を及ぼすリスクを発生させないための対策

の立案や顕在化した場合に適切に対応するための組織として、代表取締役社

長を委員長とする「リスク対策委員会」が必要に応じて設置できる体制とな

っております。また災害等が発生した場合の「災害対策マニュアル」を整備

して発生時の対応方法を定めております。

④ グループ会社管理体制

・当社グループは、グループ経営理念に基づく各社の経営理念、経営方針及び

経営計画を策定して、グループ幹部役職員による「グループ経営方針発表会」

を期首に開催し、当社子会社は各々の全役職員が出席する「全社員会議」、

「決起会」等を半期ごとに開催して、経営計画を共有する体制となっておりま

す。

・また当社グループ管理部は、当社子会社の財政状態や経営状況を把握して、

毎月の定例取締役会で報告するとともに、必要に応じて当社子会社に対して

助言、指導を行っております。

⑤ 取締役の職務の執行

・当社は毎月の定例取締役会に加えて適宜臨時取締役会を開催し、議案の審議

による重要事項の決定と、業務執行状況等の監督を行っております。また当

社は執行役員制度を導入しており、職務権限規程等の組織関連規程に基づい

て経営と執行の分離による迅速な意思決定を図っております。

⑥ 監査等委員の職務の執行

― 4 ―



・当社監査等委員３名は全員が社外取締役であり、当社取締役会のみならず必

要に応じて当社子会社の取締役会にも出席して、当社グループの内部統制シ

ステムの整備状況を確認しております。また当社内部統制室や会計監査人と

の情報交換を定期的に実施することで、内部統制システム全般のモニタリン

グを行っております。なお、監査等委員の職務執行に対する必要経費の処理

については、監査等委員の求めに応じて速やかに行っており、監査等委員が

求めたときは補助社員を必ず置いて監査の実効性を損なうことのないように

しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ８社

・連結子会社の名称 株式会社コシダカ

株式会社コシダカプロダクツ

株式会社コシダカビジネスサポート

株式会社コシダカアミューズメント

株式会社韓国コシダカ

KOSHIDAKA INTERNATIONAL PTE. LTD.

KOSHIDAKA SINGAPORE PTE. LTD.

KOSHIDAKA INTERNATIONAL KL SDN. BHD.

・非連結子会社の数 ７社

・非連結子会社の名称 KOSHIDAKA R&C Co., Ltd.

KHS ENTERTAINMENT LLC

株式会社KPマネジメント

KOSHIDAKA THAILAND Co., LTD.

KOSHIDAKA MALAYSIA SDN. BHD.

PT. KOSHIDAKA INTERNATIONAL INDONESIA

KOSHIDAKA MALAYSIA PJ SDN. BHD.

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさ

ないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法を適用している非連結子会社及び関連会社はありません。

・持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

KOSHIDAKA R&C Co., Ltd.

KHS ENTERTAINMENT LLC

株式会社KPマネジメント

KOSHIDAKA THAILAND Co., LTD.

KOSHIDAKA MALAYSIA SDN. BHD.

PT. KOSHIDAKA INTERNATIONAL INDONESIA

KOSHIDAKA MALAYSIA PJ SDN. BHD.

ドクエン株式会社

株式会社KMVR

・持分法を適用していない理由……持分法非適用会社は、各社の当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。
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(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、KOSHIDAKA INTERNATIONAL PTE.LTD.、KOSHIDAKA SINGAPORE

PTE.LTD.及びKOSHIDAKA INTERNATIONAL KL SDN. BHD.を除き、連結決算日と一致しております。

なお、KOSHIDAKA INTERNATIONAL PTE.LTD.、KOSHIDAKA SINGAPORE PTE.LTD.及びKOSHIDAKA

INTERNATIONAL KL SDN. BHD.は6月30日を決算日としております。連結計算書類の作成に当たって

は、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日までに生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 移動平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ． 有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

また、一部の連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～39年

車両運搬具及び工具器具備品 ３～10年

ロ． 無 形 固 定 資 産 定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は、自社利用のソフトウエアについて５年

(社内における利用可能期間)に基づいております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び連結子会社は

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、当社及び連結子会社の一部

は、将来の支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上して

おります。
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④ 収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。

イ．カラオケ事業

カラオケ事業では、カラオケボックス店舗の運営を主な事業として行っており、履行義務と

して識別しております。店舗におけるサービスの提供については、当該サービスの提供が完了

した時点で履行義務が充足されると判断し、顧客に対するカラオケサービスの提供が完了した

時点で収益を認識しております。

なお、カラオケサービス利用時に顧客が将来値引きを受ける権利・ポイント等を付与するカ

スタマー・ロイヤリティ・プログラムの提供については、付与した権利・ポイント等を履行義

務として識別し、顧客の権利・ポイント等の利用に応じて収益を認識しております。

ロ．温浴事業

温浴事業では、温浴施設の運営を主な事業として行っており、履行義務として識別しており

ます。店舗におけるサービスの提供については、当該サービスの提供が完了した時点で履行義

務が充足されると判断し、顧客に対する温浴サービスの提供が完了した時点で収益を認識して

おります。

ハ．不動産管理事業

不動産管理事業では、商業施設等の賃貸、管理等を主な事業として行っており、「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に従い、賃貸契約期間等にわ

たり収益を認識しております。

なお、取引価格は、約束したサービスの顧客への移転によって当社及び連結子会社が得ると見

込んでいる金額であります。これらの取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領し

ており、重要な金融要素は含まれておりません。

(5) のれんの償却方法及び期間に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとし

ております。

これにより、顧客が将来のサービス利用時に値引きを受ける権利・ポイント等を付与するカスタ

マー・ロイヤリティ・プログラムでのサービス提供について、従来は権利・ポイント等の付与時に

収益を認識しておりましたが、付与した権利・ポイントを履行義務として識別し、独立販売価格を

基礎として、権利・ポイント等の利用による値引き時等に収益を認識する方法に変更しておりま

す。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し

ております。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は、

売上高は99,027千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ99,027千

円増加しております。また、当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ

り、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の当期首残高は1,570,477千円減少しております。
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(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱い

に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお

ります。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

等の注記を行うこととしました。

３．会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 27,102,019千円

減損損失 1,071,751千円

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

主に収益性が継続的に悪化した店舗について、固定資産の帳簿価額を回収可能額まで減額し、

減損損失を計上しております。回収可能額は使用価値により測定し、事業計画により見積もられ

た将来営業キャッシュ・フローを使用しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

新型コロナウイルス感染症については、今後の収束時期が不明確であり、当社グループにおけ

る将来業績への影響を見通すことは困難でありますが、最善の見積りを行う上での一定の仮定と

して、国内においては翌連結会計年度中に業績が回復するものとして事業計画に当該影響をおり

込み、将来営業キャッシュ・フローの見積りを行っております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

営業キャッシュ・フローが生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影

響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合には、翌連結会計

年度以降の連結計算書類において認識する固定資産の減損損失の金額に重要な影響を与える可能

性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 29,317,250千円

(2) 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおり

であります。

受取手形 - 千円

売掛金 525,866千円

(3) 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 1,471,450千円
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５．連結損益計算書に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりま

せん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表 ９．収益認識に関する注記 (1)顧客と

の契約から生じる収益を分解した情報」に記載のとおりです。

(2) 減損損失

① 減損損失を認識した資産

（単位：千円）

場所 用途 種類 減損損失

国内 114店舗 カラオケ店舗他 建物等 1,025,957

国内 １店舗 温浴店舗 建物等 45,793

② 資産のグルーピング方法

当社は、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、カラオケ及び温

浴の店舗については、各店舗を資産グループとしております。

③ 減損損失の認識に至った経緯

カラオケ事業及び温浴事業における減損対象は営業不振店舗及び閉鎖店舗等であります。営業不

振店舗については帳簿価額を回収可能額まで減額し、閉鎖店舗については投資額の回収が困難と見

込まれるため、該当する資産グループの帳簿価額を備忘価額まで減少し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。

売却予定のカラオケ店舗に係る土地については帳簿価額を回収可能額まで減額しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 82,300,000株 －株 －株 82,300,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 767,296株 －株 －株 767,296株

（注）自己株式には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）により信託口が所有する株式765,580株を含んで
おります。
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(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

イ．2021年11月26日開催の第52回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 164,596千円

・１株当たり配当額 2.00円

・基準日 2021年８月31日

・効力発生日 2021年11月29日

（注）配当金の総額には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）導入に伴い設定した信託口に対する配当金
(1,531千円)を含めております。

ロ．2022年４月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 329,193千円

・１株当たり配当額 4.00円

・基準日 2022年２月28日

・効力発生日 2022年５月10日

（注）配当金の総額には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）導入に伴い設定した信託口に対する配当金
(3,062千円)を含めております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年11月25日開催の第53回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 329,193千円

・１株当たり配当額 4.00円

・基準日 2022年８月31日

・効力発生日 2022年11月28日

・配当の原資 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）導入に伴い設定した信託口に対する配当金
(3,062千円)を含めております。

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株)

当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結

会計年度末

第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債の新株予約

権 (注)１

(2022年３月14日発行)

普通株式 － 5,925,900 － 5,925,900

第１回新株予約権 普通株式 － 4,444,400 － 4,444,400

合計 － 10,370,300 － 10,370,300

(注)１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を
記載しております。

２．自己新株予約権はありません。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用につきましては短期的な預金等を中心に行い、また、資金調達につ

きましては、銀行借入を主として、社債及び新株予約権の発行等による方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク又は取引先の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。

投資有価証券は、株式及び投資信託であり、市場価格等の変動リスクに晒されております。四

半期ごとに時価や取引先企業の財政状態等を把握する体制としております。

長期貸付金は、主として業務上の関係を有する関係会社や取引先に対するものであり、貸付先

の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引相手ごとに期日管理及び残高管

理を行うとともに、財務状況等を把握し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。

敷金及び保証金は、主に店舗の賃借にかかる敷金であり、貸主の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理方針に従い、契約ごとの残高管理を行うと

ともに、信用状況を把握する体制としております。

営業債務である支払手形及び買掛金及び未払金は、すべて１年以内の支払期日であります。

預り金はすべて１年以内の支払期日であります。

短期借入金は主に運転資金にかかる資金調達であります。

長期借入金及び転換社債型新株予約権付社債は、主に設備投資にかかる資金調達であります。

また、営業債務、借入金及び転換社債型新株予約権付社債は、流動性リスクに晒されておりま

すが、当社グループでは、資金繰表を作成するなどの方法により実績管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2022年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のと

おりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額(＊２)
時価(＊２) 差額

① 投資有価証券(＊６) 105,882 105,882 －

② 長期貸付金 1,430,301

貸倒引当金 △543,827

長期貸付金(＊１)(＊４) 886,473 882,771 △3,702

③ 敷金及び保証金 6,045,882

貸倒引当金 △2,995

敷金及び保証金(＊１) 6,042,887 5,952,457 △90,430

④ 転換社債型新株予約権付社債 (4,000,000) (4,000,006) 6

⑤ 長期借入金(＊３) (10,932,943) (10,862,190) △70,752

(＊１) 長期貸付金、敷金及び保証金は、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(＊２) 負債に計上されているものにつきましては( )で示しております。

(＊３) １年内返済予定の長期借入金を含めております。

(＊４) １年内回収予定の長期貸付金を含めております。

(＊５) 現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、未払金、預り金は現金である

こと及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似することから、注記を省略して

おります。

(＊６) 市場価格のない株式等については、上表には含めておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表価額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 35,795

関係会社株式 10,284

合計 46,079
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(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 41,247 － － 41,247

その他 － 64,635 － 64,635

資産計 41,247 64,635 － 105,882

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 882,771 － 882,771

敷金及び保証金 － 5,952,457 － 5,952,457

資産計 － 6,835,228 － 6,835,228

転換社債型

新株予約権付社債
－ 4,000,006 － 4,000,006

長期借入金 － 10,862,190 － 10,862,190

負債計 － 14,862,196 － 14,862,196
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(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

① 投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

株式投資信託は相場価格を用いて評価しているものの、市場での取引頻度が低く、活発な市

場における価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

② 長期貸付金

長期貸付金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。また、一部の

貸付金について、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日

における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額

をもって時価としております。

③ 敷金及び保証金

将来回収が見込まれる敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利率等で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

④ 転換社債型新株予約権付社債

転換社債型新株予約権付社債の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切

な利率をもとに割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

⑤ 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記

(1）賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の連結子会社は、愛知県名古屋市、神奈川県厚木市、横浜市、及び群馬県前橋市に賃貸商業

施設を所有し運営しております。なお、賃貸商業施設の一部については一部の連結子会社が使用し

ているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

(2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額（注１） 時価（注２）

賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産

7,401,989 8,100,985

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。

（注２）時価は、主に不動産鑑定士による不動産鑑定評価書を基に算定しております。
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９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

カラオケ 温浴 不動産管理

売上高

顧客との契約から生じる収益 36,178,104 894,737 2,678 37,075,521

その他の収益 － － 919,845 919,845

外部顧客への売上高 36,178,104 894,737 922,523 37,995,366

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 １．連結計算書

類作成のための基本となる重要な事項 (4)会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりです。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

受取手形 － －

売掛金 84,030 525,866

合計 84,030 525,866

契約負債 1,570,477 1,471,450

契約負債は、主にカラオケ事業のカスタマー・ロイヤリティ・プログラムにおいて、値引きサー

ビスを顧客へ提供する前に、当該顧客から受け取った対価の額であります。契約負債は、収益の認

識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

1,570,477千円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が99,027千円減少した主な

理由は、顧客からの値引きサービスの対価の受取り及び収益認識による取崩しであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

未充足の履行義務は、当連結会計年度末において1,471,450千円であります。当該履行義務は、

主にカラオケ事業のカスタマー・ロイヤリティ・プログラムに関するものであり、当初に予想され

る契約期間が概ね１年以内となるため、残存履行義務に配分した取引価格の注記に当たって実務上

の便法を適用し、注記の対象に含めておりません。
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10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 239円17銭

(2) １株当たり当期純利益 44円68銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 43円10銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ８～39年

工具、器具及び備品 ３～８年

② 無 形 固 定 資 産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えて賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社の収益は、主として子会社からの経営指導料、受取賃貸料、商標等使用料及び受取配当金で

あります。

経営指導料は、子会社との契約に基づいて経営全般に対する管理・指導を行うという履行義務

を負っており、当該履行義務は時の経過に応じて充足されるため、契約期間にわたって収益を認

識しております。

受取賃貸料は、賃貸借契約に基づく月当たりの賃貸料をその対応する期間で計上しておりま

す。

商標等使用料は、子会社との契約に基づいて、当社が保有する商標等の使用許諾を行う履行義

務を負っており、当該履行義務は時の経過に応じて充足されるため、契約期間にわたって収益を

認識しております。

受取配当金は、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。

なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含んでおりません。
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２．会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお

ります。なお、計算書類に与える影響はありません。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま

す。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

関係会社投融資の評価

(1) 当事業年度に係る計算書類に計上した金額

関係会社株式 169,469千円

関係会社株式評価損 -千円

関係会社短期貸付金 11,310,570千円

関係会社長期貸付金 7,385,918千円

関係会社貸倒引当金繰入額 212,976千円

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

市場価格のない関係会社株式は、取得価額により評価しておりますが、財政状態の悪化により実

質価額が著しく下落した場合には、相当の減額処理を行っております。ただし、実質価額が著しく

下落した場合であっても事業計画等により回復可能性が十分な証拠によって裏付けられるときは相

当の減額を行わないこととしております。

また、関係会社貸付金は、各関係会社の財政状態に加え、事業計画に基づく将来キャッシュ・フ

ローを考慮して個別に回収可能性を見積もった上で回収不能見込額について貸倒引当金を計上して

おります。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

各関係会社における事業計画や将来キャッシュ・フローは、過去の売上実績や利用可能な情報に

基づいて設定した仮定に基づく見積りを用いて策定しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

関係会社株式の評価や貸倒引当金の計上にあたって用いた各関係会社における事業計画や将来キ

ャッシュ・フローの見積りは、消費者の嗜好や所在国ごとの新型コロナウイルス感染症の収束状況

など経済環境の変化等の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等によって計画等の見

積りに変化が生じた場合には、関係会社株式評価損や関係会社貸付金に対する貸倒引当金が追加計

上される可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 7,718,856千円

(2) 貸借対照表で区分掲記していない関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 340,668千円

短期金銭債務 50,774千円

(3) 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

(株)コシダカプロダクツ 2,785,840千円

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引の取引高 1,685,824千円

営業取引以外の取引高 176,016千円

(2) 営業外費用の関係会社貸倒引当金繰入額は、株式会社韓国コシダカ及び

KOSHIDAKA INTERNATIONAL PTE.LTD.に対するものであります。

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 767,296株 －株 －株 767,296株

（注）自己株式には、株式給付信託（J－ESOP）により信託口が所有する株式765,580株を
含んでおります。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 504千円

未払事業税 5,936千円

貸倒引当金 628,303千円

前受収益 10,635千円

投資有価証券評価損 48,327千円

関係会社株式評価損 567,786千円

減損損失 94,920千円

その他 169,876千円

繰延税金資産小計 1,526,291千円

評価性引当額 △1,330,543千円

繰延税金資産合計 195,747千円

繰延税金負債

子会社株式譲渡益調整 △37,358千円

その他有価証券評価差額金 △10,675千円

その他 △8,312千円

繰延税金負債合計 △56,346千円

繰延税金資産の純額 139,401千円
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱コシダカ 100.0

経営指導
ロイヤリティの
受取
固定資産賃貸

資金の援助
役員の兼任

経営指導料(注2) 300,000

営業未収入金 264,825
ロイヤリティ料
(注3)

355,186

固定資産賃貸料
(注4)

975,438

資金の貸付(注5) - 関係会社短期貸付金 10,973,004

資金の回収 2,550,409 関係会社長期貸付金 3,953,600

受取利息 162,131 関係会社未収入金 19,378

子会社
㈱コシダカプロダ
クツ

100.0
経営指導
資金の援助
役員の兼任

経営指導料(注2) 7,200 営業未収入金 668

資金の貸付(注5) - 関係会社短期貸付金 289,999

資金の回収 289,999 関係会社長期貸付金 545,833

受取利息 10,046

子会社
㈱コシダカビジネ
スサポート

100.0
給与･人事関連
業務

業務委託料(注6) 48,000 未払金 4,400

子会社
㈱コシダカアミュ
ーズメント

100.0 資金の援助

資金の貸付(注5) 10,000

関係会社短期貸付金 -

受取利息 100

子会社 ㈱KPマネジメント 100.0 資金の援助

資金の貸付(注5) - 関係会社短期貸付金 32,500

関係会社長期貸付金 297,499

受取利息 3,290 関係会社未収入金 280

子会社 ㈱韓国コシダカ 100.0
資金の援助
役員の兼任

営業未収入金 27,450

資金の貸付(注5) 9,729
関係会社長期貸付金
（注7)

828,685

受取利息 447
関係会社未収入金
（注7)

4,630

子会社
KOSHIDAKA
INTERNATIONAL
PTE.LTD.

100.0
資金の援助
役員の兼任

資金の貸付(注5) 298,000
関係会社短期貸付金
（注7)

15,065

関係会社長期貸付金
（注7)

947,709

受取利息 -
関係会社未収入金
（注7)

17,961

子会社
KOSHIDAKA
SINGAPORE PTE.
LTD.

100.0
(100.0)

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付(注5) -
関係会社長期貸付金
（注7)

769,000

受取利息 -
関係会社未収入金
（注7)

18,062
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種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
KOSHIDAKA
R&C Co.,Ltd.

100.0
資金の援助
役員の兼任

資金の貸付(注5) 41,589 関係会社長期貸付金 41,589

受取利息 -

（注１）議決権等の所有割合の（ ）内は、当社の子会社の所有割合を内数で表示しております。

（注２）経営指導料は、グループ運営費用を基に決定しております。

（注３）ロイヤリティ料は、売上高に対する一定割合で決定しております。

（注４）固定資産賃貸料は、市場価格及び総原価を勘案して決定しております。

（注５）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

（注６）業務委託料は、業務内容を勘案し当事者間の契約により決定しております。

（注７）㈱韓国コシダカ、KOSHIDAKA INTERNATIONAL PTE.LTD.及びKOSHIDAKA SINGAPORE PTE.LTD.に対

する関係会社長期貸付金等について、それぞれ828,685千円、421,433千円、769,000千円の貸

倒引当金を計上しております。当事業年度に関係会社貸倒引当金繰入額212,976千円を計上し

ております。

９．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 １．重要な会計

方針に係る事項に関する注記 (4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 180円61銭

(2) １株当たり当期純損失 △2円53銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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